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１．はじめに 

 
 事業規模が数千億円に及ぶような都市交通メガプロジ

ェクトは、計画から建設、供用開始までに長期間を要す

ることから、その間に様々なリスク、不確実性が生じ、

交通需要の過大推計、建設費の予算超過、工期の遅延な

どの問題が発生するケースが少なくない。都市交通メガ

プロジェクトはその規模が非常に大きいことから考えて

も、プロジェクト進捗の各段階においてリスクや不確実

性の存在を前提とした計画、建設、そして供用後のプロ

セス構築が必要である。 
また、都市交通メガプロジェクトはその長期性ゆえ

にプロジェクトに関与した人々が、それぞれ関与した段

階においてリスクや不確実性、あるいはそれらの帰結に

対処しなければならない場面も多くなると考えられる。

この場合、前述のプロセス構築によって対処できる場合

もあろうが、都市交通メガプロジェクト自体が希少であ

ることから、過去の関連事例に関する経験知識が予見を

与えるに十分でない、あるいは、そもそも過去に参考と

すべき関連事例が無い、といった場合も少なくないであ

ろう。前者の場合には、経験知識の蓄積を図ることが一

つの対応と考えられる。各々の対処事例は直接関与した

人々において経験知識として蓄積されるべきであると共

に、今後活かされるべき経験知識として直接関与してい

ない人々の間においても共有されることが望ましい。し

かしながら、直接関与した人々の貴重な経験知識を引き

出すことは容易なことではなく、少なくとも通常のアン

ケート調査や一般的に入手可能なプロジェクト紹介記事

などの資料からでは十分に捕捉しきれないことが予想さ

れる。 
これに対して、自由回答インタビューなどから直接 
 

*キーワーズ： メガプロジェクト、首都高速道路 
** 正員、博士（工）、東京工業大学大学院 

総合理工学研究科人間環境システム専攻 
（神奈川県横浜市緑区長津田町4259、  

TEL045-924-5606、FAX045-924-5574） 
***正員、修士（工）首都高速道路（株）神奈川建設局 

調査・環境グループ 

プロジェクトに関与した人々の貴重な経験知識を引き出

す試みが成されるようになってきている1)。自由回答イ

ンタビューでは、調査主体による仮説などの影響を排除

することが可能となることから、関与した人々がプロジ

ェクトに関して本質的であると考える経験知識が表出し

やすいという利点がある。 
以上のような視点から、本研究では、対象とする都

市交通メガプロジェクトに関して、計画・建設・運用な

どの様々な段階において関与した人々（事業者、コント

ラクター、学識経験者、市民など）に自由回答インタビ

ューを実施し、対象とする都市交通メガプロジェクトに

関わる経験知識を抽出し、これに基づきプロジェクトに

対する主要な影響要因を把握することを目的としている。 
 

２．対象プロジェクトの概要 

 

本研究で対象とする都市交通メガプロジェクトは首

都高速道路中央環状新宿線の一部（４号新宿線－５号池

袋線間の6.7km）である（図－１）。 
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図－１ 対象とする都市交通メガプロジェクト： 

首都高速道路中央環状新宿線の一部 
（４号新宿線－５号池袋線間） 



対象区間の大部分をトンネル構造で整備し、地上部

を通る山手通りの道路幅員を 22m から 40m に拡幅整備

するプロジェクトと同時に実施している 2)。総事業費

（４号新宿線－５号池袋線間）は 4600 億円、工期は

1991年から2007年であり、2007年12月22日に開通し

た。実施主体は東京都と首都高速道路株式会社（旧首都

高速道路公団）である。 
首都高速道路中央環状新宿線は、片側２車線の自動

車専用道路であり、設計速度は 60km/h、計画交通量は

中央環状新宿線全線開通時で最も交通量の多い区間でお

よそ 8 万台/日を見込んでいる。対象区間において、出

入口は３か所あり、トンネル内の換気を行う換気所が５

か所存在する。首都高速道路中央環状新宿線の計画自体

は 1960 年代にまで遡り、1990 年の都市計画決定の後、

変更を経て供用に至っている。 
 
３．自由回答インタビューの実施 

 
自由回答インタビューは、2008 年 6 月～2009 年 2 月

にかけて、首都高速道路中央環状新宿線プロジェクトに

関与した１５人に対して実施した。インタビュー対象者

は、バックグラウンドの多様性を重視し、事業者７人、

コントラクター２人、学識経験者３人、市民３人を選定

した。自由回答インタビューにおいて、インタビュー対

象者には、首都高速道路中央環状新宿線プロジェクトに

関与する中で経験したエピソードを４つ以上回答するよ

うお願いしている。１つのエピソードの目安は5分程度

であり、インタビュー対象者によっては自らお話を始め

られる場合も、予め導入のために用意した質問（例えば、

「振り返って、「首都高速道路中央環状新宿線（西新宿

JCT－熊野町 JCT 間）」を実現するのに最も重要な出来

事は何だったと思いますか？転機となった、あるいは重

要な引き金となった出来事であり、必ずしもプロジェク

トの画期的な出来事とは限りません。」）によりお話を

切り出される場合も存在した。インタビューの音声はＩ

Ｃレコーダーを用いて記録した。インタビューの終了後

に、インタビューの音声を可能な限り実際に忠実に文字

に書き起こした。さらに、書き起こしたテキストデータ

の確認をインタビュー対象者にお願いし、最終的なデー

タとして保存している。 
 
４．プロジェクトの主要な影響要因の抽出 

 
 本節では、自由回答インタビューデータから筆者らが

抽出した対象プロジェクトに対する主要な影響要因の一

部を示し、考察を行うこととする。 
 
（１）住民との対話 

大都市都心部における都市交通メガプロジェクトは、

必然的に多くの地元住民と向き合うこととなる。住民と

の対話は最も大きな影響要因の１つと考えられる。また、

地元住民のみならず、将来的にプロジェクトの恩恵を受

けるべき一般市民のプロジェクトに対する理解も大きな

影響要因となる。 
1960年代、首都高速道路中央環状線の計画当初は、

全線が高架構造での計画であった。しかし、中央環状Ⅰ

期区間（大井－中野坂上間：現在の新宿線と一部区間重

複）である目黒川の上を高架構造で計画したところ、地

元住民や区議会からの激しい反対運動を受け、事業推進

が困難になり、この区間の事業は凍結された。以後、方

針を転換し、東側の江戸川区葛西から整備を進めて行っ

た。しかし、中央環状王子線の計画に移行してからは、

計画に対する地元住民の反対運動が激しく、都市計画決

定や建設に多くの時間を要した。そのため、新宿線を高

架構造で推進することは困難と判断し、地下構造での計

画に変更し、1990年都市計画決定を行った。 
 首都高速道路、特に都心環状線の渋滞問題は、1960年
代に既に顕在化しており、首都高速道路中央環状線の計

画は少なくとも一般市民からは支持されるべきものであ

った。しかし、実際には革新都知事が誕生するなど、一

般市民からも十分に理解が得られていなかった。また、

高架構造に代わる構造技術も十分に蓄積されておらず、

しばらく計画の見直し期間をおくより他、選択肢が無い

状況となったと考えられる。1990年の地下構造による都

市計画決定は、地元住民の多くを説得する上で決定的な

役割を果たし、さらに深刻化する渋滞問題に対する一般

市民への関心を高めることとなった。 
1990年の都市計画決定後も、地元住民との対話、お

よび対応について多くの配慮が行われている。首都高速

道路中央環状新宿線の計画区間である、東京メトロ有楽

町線要町駅に近い要町通り前後は、当初高架構造とし、

西武池袋線椎名町駅手前で地下に降りる案が計画されて

いた。しかし、高架構造で計画されていた区間の地元住

民から激しい反対運動が起きたため、椎名町駅より南の

区間8.4kmを先行して都市計画決定し、北側の1.7km区

間の都市計画決定は先送りされた。その後、要町付近の

一部区間を地下構造で計画することで北側の1.7km区間

についても都市計画決定がなされた。都市計画決定を2
つに分離して行ったのは日本でもこの例がはじめてで、

この方法を採用したことにより対象プロジェクトが大き

く前進した。 
研究対象区間からはやや外れるが、首都高速道路中

央環状新宿線の計画区間である大橋JCT-富ヶ谷出入口間

は、地上の山手通りが急カーブしており、当時のシール

ド技術では山手通りに沿ってトンネルを建設することは

困難であった。そのため、当初の都市計画では東京大学



駒場キャンパスを縦断して南進し、地上で曲線を描きな

がら３号渋谷線と接続する計画がなされていた。その後、

技術開発によりシールド工法でも山手通りに沿ってトン

ネルの建設が可能となったため、山手通りの地下を通る

ように都市計画が変更された。この時、既に当初計画に

沿った用地買収が始まっていたが、用地買収に対する地

元住民の反対運動が激しいことや、既に支出した用地買

収費が無駄になっても、都市計画を変更した方が結果的

に割安になると判断し、計画の変更に踏み切っている。 
また、首都高速道路は、中央自動車道、常磐自動車

道等の国土開発幹線自動車道と直接接続しているものの、

関越自動車道とは未だに直接接続していない。これに対

して、目白通りに沿って関越自動車道と中央環状線を結

ぶ「１０号練馬線」という計画がある。そのため、当初

は将来新宿線の地下に１０号練馬線との接続ができるよ

うに計画がまとめられた。山手通りと目白通りの交差点

付近、現在の中落合換気所に分岐部を設定し、民地の地

下にジャンクションを形成するというものであった。そ

のため、換気所は計画路線の外に計画されることとなり、

地元住民から大反対を受けることとなった。結果として、

換気所を路内に入れる等、計画を修正したため、将来１

０号練馬線計画実施を困難なものとする要因を残すこと

となった。 
 さらに、新宿線建設の初期に、その後全線的に工事を

進めて行くための地元住民との対話の一環として、山手

通りの沿道住民に対し、タブロイド版の4ページのカラ

ー刷りの広報誌を配布している。広報誌の編集長にはＮ

ＨＫ「お江戸でござる」の杉浦日向子さんが抜擢された。

また、山手通りにちなみ、広報誌を「山の手倶楽部」と

名付けた。4ページのうち3ページは江戸の庶民の暮らし

や祭りなど、毎回テーマに沿って編集され、残りの1ペ
ージに新宿線の広告や新宿線に対する住民からの意見と

それに対する回答が掲載された。住民からの反対意見が

あり、その住民の住所が分かる場合には、担当職員が新

宿線の説明に行くことを徹底した。広報誌は年に4回の

季刊で、当初は土曜日の朝刊5紙に入れ、およそ60万部

配布していた。広報誌の反響は大きく、ある新聞社の販

売店からは、広報誌が入っていないので新聞をやめると

言う人が続出し、広報誌を入れさせて欲しいとの連絡が

あったほどであった。広報誌の配布や職員の説明を続け

るうちに、住民からの反対意見が少なくなって行き、企

画をやめないでほしい等の意見が多くなってきた。結果

として、広報誌は住民の理解を得るのに効果を発揮し、

さらに職員のプロジェクトに対する意識を向上させ、プ

ロジェクト推進の一促進要因となった。 
 
（２）新技術等の開発 
首都高速道路中央環状新宿線のプロジェクトを進め

るにあたり、様々な技術開発が行われた。大都市都心部

におけるプロジェクトであるが故、プロジェクト費用の

削減と共に、地上の交通に対する影響を最小限に抑える

ことが大きな課題となった。 
地上の交通への影響を抑えるために、シールド工法

の適用距離を延長する技術、シールド内に出入口を非開

削で構築する「シールド切り開き工法」等の開発が行わ

れた。シールド適用距離を延長する技術は、費用削減の

目的にも有効であった。シールドトンネル断面の縮小の

ためのシールドセグメントの2次覆工を省略する技術も

費用削減に寄与した。また、更なる費用削減のため、立

抗からシールドマシンを掘進させる際に、NOMST工法

を採用し施工を行った。しかし、このNOMST工法は、

シールドマシンの掘進時に振動を発生させ、周辺住民に

対し悪影響を与えることが分かり、適切な場所で適切に

使用される必要があることが経験として得られた。 
中央環状新宿線の計画段階から、一般市民が環境問

題に対し深い関心を持つようになり、自動車の排出ガス

に対して厳しい目が向けられていた。プロジェクトに実

施に際して、環境庁長官は、NOxの除去装置の開発の勧

告を行っている。これに対応して、NOxの除去に関する

研究が始められたが、当初開発された脱硝装置には1基
当たり約800億円という莫大な費用が伴い、到底実用可

能な装置ではなかった。しかし、研究を重ねるうちに、

1基当たりの費用が10～20億円にまで抑えられるように

なり、実用化の目途が立った。また、脱硝装置を換気所

内に収容する工夫が成された。さらに、一般的に迷惑施

設と考えられがちな換気所に対して、デザインの工夫を

凝らすことで、地元住民からの理解を得るよう努力がな

された。 
 首都高速道路新宿線は、世界でも類のない都市内長大

トンネルであることから、安全走行を実現するためのト

ンネル内の防災安全についても新たな技術等が導入され

た。過去のトンネル災害事例を徹底的に分析・検証し、

さまざまな災害のシナリオを作成して、それらのシナリ

オに基づいた対策が講じられている。具体的には、トン

ネルへの自動車の流入を物理的に止める「遮断装置」、

消火能力の優れた「泡消火栓」、災害時のトンネル内で

の避難行動を誘導する「拡声放送スピーカー」、トンネ

ル内の異常現象を早期に発見するための「交通異常検出

装置」等が開発された。また、通常時のパトロールと、

災害時のトンネル内への急行のため、「バイク隊」とい

う交通パトロール隊が創設された。バイク隊創設には、

警視庁との調整を要したが、最終的には、警視庁からバ

イク隊創設に対する全面的な協力が得られている。 
 都市交通メガプロジェクトは、新技術の開発によりも

たらされたり、逆にプロジェクトの存在が新技術の開発

を促したりする面が存在すると考えられる。対象プロジ



ェクトに関しては、1990年の地下構造による都市計画決

定後に、シールド工法等に関わる主な技術開発が行われ

た点が特徴的であり、その成功が主要な影響要因の１つ

となっている。逆に、都市計画決定時点では、プロジェ

クト施工の面での不確実性を容認していたとも考えられ

る。もっとも、プロジェクト進行中における新技術の開

発ニーズは、プロジェクトが進行中であるだけに明確で

あり、開発側のメリットも少なからず存在すると考えら

れる。 
 
（３）関係機関との調整 
都市交通メガプロジェクトは、その規模の大きさか

ら必然的に多くの関係機関の関与が生じ、その調整に多

くの時間と費用をかける必要が生まれる。 
1990年の地下構造による都市計画決定に際し、当時

の建設省は慎重であった。地下構造には莫大な費用を要

するため、これが他のプロジェクトにもたらす影響を考

慮したためである。しかし、前述の通り、地下構造によ

る都市計画決定は地元住民の多くを説得する上で決定的

な役割を担っており、当該プロジェクトに関して言えば、

莫大な費用に見合う便益がもたらされる可能性が高いこ

となどから、建設省の了解を得ることとなった。 
また、当時、中央環状新宿線のプロジェクト費用は

全体で1兆5000億円と見込んでおり、プロジェクト実施

のためには首都高速道路の料金値上げが必至であるため、

大蔵省から値上げの実施を求められている。料金値上げ

に関しては、関係する1都3県と政令指定都市に対して10
0円の値上げを提示し、各都県・市議会で承認された。

しかし、料金値上げの実施時期と道路関係4公団の民営

化の時期が重なり、値上げは未だ実現されていない状況

にある。 
 これらは目的の異なる関係機関の関与が、プロジェク

トに対してプラスの影響要因にもマイナスの影響要因に

もなり得ることを示している。特に、料金値上げの問題

は、政治的な背景の影響を受けており、プロジェクトの

実施主体のコントロールが容易でない影響要因の一例と

なっているものと考えられる。 
また、中央環状新宿線は、その「環状線」という性

格から、プロジェクト施工においてもルートに交差する

鉄道、ライフラインなどの関係機関との調整が求められ

ている。中でも、山手通りと青梅街道が交差する中野坂

上の交差点付近は、施工条件が非常に厳しく、シールド

工法での施工が困難な工区であった。さらに、中野坂上

交差点の地下には、様々なライフラインが縦横無尽に走

っていた。そして、この工区の一番の特徴は、東京メト

ロ丸ノ内線と都営地下鉄大江戸線の間に新宿線のトンネ

ルを施工しなければならないことである。そのため、施

工を実施する前に、事業者、施工者、地下埋設物企業者

との間で協議を繰り返し、施工に関する取り決めが行わ

れた。その際に、施工するトンネルの上を通る丸ノ内線

の沈下量が1.5mmまでしか許容されないこととなり、非

常に高い施工精度が要求された。施工者は地下の様々な

ライフラインを損傷しないよう細心の注意を払い、また、

アンダーピニング工法を用いて丸ノ内線を支え、丸ノ内

線の沈下量を計測しながらトンネル施工を行うことで、

要求精度を確保することとなった。 
 

５．終わりに 

 
本研究では、首都高速道路中央環状新宿線に関して、

計画・建設・運用などの様々な段階において関与した

人々に自由回答インタビューを実施し、当該プロジェク

トに関わる経験知識を抽出し、これに基づきプロジェク

トに対する主要な影響要因の把握を行った。本稿では、

住民との対話、新技術等の開発、関係機関との調整に関

して影響要因をレビューしたが、他にも、バブル期をま

たいだ用地買収、中央環状線を東側から着手するという

方針転換など、本稿で議論できなかった事柄も少なくな

い。今後の課題の1つとして、さらに検討を加えたいと

考えている。 
なお、本稿は、筆者らが東京工業大学に在籍中に行

った研究成果、および筆者らの見解に基づいており、特

定の団体の見解等を反映させたものではない。また、本

研究を実施するに際し、首都高速道路株式会社、並びに

各インタビュイーに大いなるご協力をいただきました。

ここに深く謝意を表します。 
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